運行管理規程
　　　　　　　　　　　　　貨 物 自 動 車 運 送 事 業

            事業者の住所、氏名又は名称

営業所名および住所
運行管理規程
第１章       総    則

（目　　的）
 eq \o\ad(第１条,　　　　)　この規程は、運行管理者（以下「管理者」という。）が事業用自動車（以下「車両」という。）の運行の安全管理及び事業遂行に必要な運転者並びに運転の補助に従事する従業員（以下「乗務員」という。）の指導監督について、執行する職務並びに必要な権限について定め、もって安全運行の確立を図ることを目的とする。

　　　　　なお、この規程に定める運行管理業務を厳正、かつ、確実を期するため、別に運行管理規程の処理基準（以下「処理基準」という。）を定める。

（管理者、補助者の選任）
 eq \o\ad(第２条,　　　　)　管理者の選任は、運行管理者資格者証の交付を受けた者のうちから、別表に示す数に従い、社長が任命するものとする。

２　選任した管理者の氏名及び管理組織図、緊急連絡体制図を社内の見やすい所に掲示して、全員に周知徹底するものとする。

３　管理者を選任したとき及び選任している管理者を解任したときは、１週間以内に営業所の所
在地を管轄する運輸支局長に届出するものとする。

４　管理者の補助者を選任する場合は、運行管理者資格者証の交付を受けた者、又は国土交通大
　臣が認定する講習(基礎講習)を修了した者のうちから、社長又は担当役員が任命するものとす
る。

      ５　選任した補助者の氏名を社内の見やすい所に掲示して、周知徹底するものとする。

（統括管理者の選任）
  ６　複数の管理者を選任するときは、その業務を全般的に統括する管理者（以下「統括管理者」

という｡）を社長が任命するものとする。

  ７　統括管理者を選任したとき及び選任している統括管理者を解任したときは、１週間以内に営
　　業所の所在地を管轄する運輸支局長に届出するものとする。

  ８　選任した統括管理者の氏名を社内の見やすい所に掲示して、周知徹底するものとする。

    （運行管理の組織）
 eq \o\ad(第３条,　　　　)　運行管理の組織は次のとおりとする。
　　　１　社長又は担当役員は、管理者に対し、運行管理業務全般について必要な権限を与え、その

業務を行なわせ、輸送の安全確保に努めなければならない。

　　　２　補助者は、管理者の指示により運行管理業務の補助を行うものとする。

３　管理者は乗務員に対し、法令、社内規則及び管理者等の指示を忠実に遵守させ、輸送の安全

確保に努めなければならない。

   ４　運行管理の指揮命令の系統は、別添組織図とする。

　　　５　営業所と当該営業所に配置される車両の車庫が離れている場合は、管理者及び補助者が十分
　　　　な管理が行なえる体制を樹立するものとする。

６　管理者を同一営業所に複数選任する必要のある場合は、統括管理者及び管理者、補助者の職
務分担を明確にするものとする。

第２章       eq \o\ad(権限及び職務,　　　　　　　　　　　　)
 （権限と責務）
 eq \o\ad(第４条,　　　　)　管理者は、貨物自動車運送事業輸送安全規則（以下「安全規則」という。）第２０条に規定する事項及び本規程に定める職務を誠実公正に遂行するために、必要な権限と責務を有する。

　　　２　統括管理者は、誠実公正に管理者の業務を統括するものとする。

　　　３　管理者は、安全運行の確保に関する必要な事項を社長又は担当役員に助言することができる
ものとする。社長又は担当役員は、管理者から助言があった場合には、これを尊重するものと
する。
    （勤 　 務）
 eq \o\ad(第５条,　　　　)　管理者及び補助者の勤務時間は、就業規則によるものとする。

　　　　　ただし、車両の運行中は必ず営業所において連絡の取れる体制でいるものとし、点呼その他

の執務時は対面を原則とする。

　　　２　管理者を複数選任する営業所の場合は、統括管理者及び管理者の勤務時間を交番表等により
　　　　明確にするとともに、管理者不在のときは補助者がこれに当たるものとする。

    （補助者の職務等）
 eq \o\ad(第６条,　　　　)　管理者は、補助者に対して補助させる運行管理業務の範囲及びその執行方法を明確に指示するものとする。

      ２　管理者は、補助者の行った運行管理業務を把握し、その処理した事項の責任を負うものとす
る。
３　管理者は、補助者に対する指導及び監督を行うものとする。

      ４　補助者は、運行管理に関し処理した事項を速やかに管理者に報告するものとする。

    （過労の防止等）
 eq \o\ad(第７条,　　　　)　管理者は、常に乗務員の健康状態、作業状態を把握し、過労にならないようにするため、就
業規則で定められた勤務時間及び乗務時間の範囲内において乗務員の乗務割を作成し、これに
基づき車両に乗務させるものとする。

　　　　なお、乗務員の勤務時間及び乗務時間は、休憩又は睡眠のための時間及び勤務が終了した後
の休息のための時間が十分確保されるように、国土交通大臣が告示で定める基準に従って乗務
員の勤務時間及び乗務時間を定めなければならない。

　　　　管理者は、国土交通大臣が告示で定める基準及び就業規則並びに時間外・休日労働に関する
労使協定の範囲内において乗務割を作成し、その範囲内で乗務させなければならない。

　　２　管理者は、乗務員の健康状態及び勤務実態を常に把握し、次の事項に留意して過労防止に努
めなければならない。

　　 (1)　労働安全衛生法に定める定期健康診断等の受診の確認及びその診断結果に基づき、必要な
指導を行うこと。

　　 (2)　覚醒剤の使用、勤務中の飲酒を禁止し、異常な感情の高ぶり、睡眠不足等、乗務に支障が
ないかを観察し、その心身の状態に応じて適切に指導すること。

　　３　管理者は、乗務員の休憩、睡眠に必要な休養施設を管理し、衛生、環境に留意する等、常に
清潔に保っておくものとする。

　　　４　管理者は、長距離輸送、夜間運行等のため交替する運転者の配置を指定したときは、運転者

に対して運転を交替する場所及び時間を具体的に指示するものとする。なお、交替運転者の配

置は処理基準によるものとする。

　　　５　管理者は、乗務員に対して会社の定める運行途中の休憩、睡眠等の場所及びそれぞれの時間

を指示するものとする。
（過積載の防止）
 eq \o\ad(第８条,　　　　)　管理者は、積載物の重量の制限を超える積載となる運行計画の作成をしてはならない。

　　また、過積載をした車両の運転をしないよう乗務員を指導及び監督しなければならない。

    （乗務の禁止）
 eq \o\ad(第９条,　　　　)　管理者は、酒気を帯びた状態にある乗務員を車両に乗務させてはならないものとする。

２　管理者は、疾病、疲労、覚醒剤等の使用、異常な感情の高ぶり及び睡眠不足等により安全な
運転、又はその補助を行うことができない恐れのある乗務員を車両に乗務させてはならないものとする。また、事業法第１７条第２項に該当する乗務員は、医学的知見に基づく処置を講ずる。

    （点 呼 等）
第１０条　管理者は、乗務させようとする運転者に対して、安全運行を確保するため、次の各号により
乗務前点呼を行なわなければならない。

(1)　乗務前点呼は、乗務させる前に、品位と規律を保ち、厳正確実に行うこと。

　　 (2)　営業所の定められた場所で運転者との対面により行うこと。

　　 (3)　管理者不在のときは、補助者が行うこと。

　　 (4)　点呼事項は、点呼記録簿に定められた内容のほか、当日の担当乗務員、天候、道路、その

他の状況を勘案し、安全運行に必要な事項について適時、適応した質問、指示及び所定携行
品の授受を行うこと。

(5)　点呼の結果は、具体的に点呼簿に記載し、管理者が交替するときは、引継ぎを確実に行う
こと。
　　　２　管理者は、乗務を終了した運転者に、次の各号により乗務後点呼を行うものとする。

　　 (1)　帰着後すみやかに行ない、場所及び点呼簿の記入は乗務前点呼に準じて行うこと。また、
　　　　管理者不在のときは、補助者が行うこと。

　　 (2)　車両、道路、運行及び身体の状況、その他連絡通報事項を報告させるとともに、所定携行

品の授受を確実に行い、必要な指示を行うこと。　

　　 (3)　報告受理の結果、他の係、交替者に関係のある事項については、それぞれ関係者に通知又
　　　　は指示を与え、特に異例のことは上長に報告し、確実に処理すること。

３　管理者は、乗務前及び乗務後点呼のいずれも対面で行うことが出来ない乗務を行う運転者に

対し、乗務前及び乗務後点呼のほかに、当該乗務の途中において、運転者に次の各号により中間点呼を行うものとする。

(1)　運行の途中、運転者に安全な場所に車両を停止させて、電話その他の方法により点呼記録

簿に定められた事項について行い、安全運行に必要な事項等について指示を与えること。

(2)　点呼の結果は、具体的に点呼簿に記載し、管理者が交替するときは、引継ぎを確実に行う
こと。また、管理者不在のときは、補助者が行うこと。

　　　４　管理者は、乗務の開始地又は終了地が営業所以外の地であるため、乗務前又は乗務後の点呼、
報告及び指示を営業所で対面により行えない場合は、電話その他の方法により行なうものとす
る。

　　　５　管理者は、点呼の実施結果の記録を記載した日から１年間保存しておくものとする。

　　　６　管理者は、アルコール検知器を常時有効に保持するため、取扱説明書に基づき適切な使用、

管理、保守をし、定期的に故障の有無について確認を行うものとする。

　　　７　管理者は、補助者を選任した場合であっても点呼の総回数の少なくとも３分の１以上行うも
のとする。
      （乗務記録）
第１１条  管理者は、乗務前点呼の際に運転者に対して乗務の記録のための用紙を交付し、次の各号に掲げる事項を記録させ、乗務後点呼の際にこれを提出させるとともに、これを次の運行計画の資料とし、１年間整理保存しておくものとする。

　　　 (1)　乗務員の氏名

　　　 (2)　乗務した車両の登録番号又は識別できる記号（社内呼び記号等）

　　　 (3)　乗務の開始、終了の地点と、日時並びに主な経過地点及び乗務した距離

　　　 (4)　運転を交替したときは、その地点及び日時

　　　 (5)　休憩又は睡眠した場合は、その地点及び日時

　　　 (6)　車両総重量が８トン以上又は最大積載量が５トン以上の車両に乗務した場合は、
①　貨物の重量又は貨物の個数、貨物の積付状況等
　　　　　②　荷主の都合により集貨又は配達を行った地点（以下「集貨地点等」という。）で待機した場合にあっては、
　　　　　　ⅰ　集貨地点等
　　　　　　ⅱ　集貨地点等への到着の日時を荷主から指定された場合にあっては、当該日時
　　　　　　ⅲ　集貨地点等に到着した日時
　　　　　　ⅳ　集貨地点等における積込み又は取卸し（以下「荷役作業」という。）の開始及び終了
の日時
　　　　　　ⅴ　集貨地点等で、当該一般貨物自動車運送事業者等が、貨物の荷造り、仕分その他の貨
物自動車運送事業に附帯する業務（以下「附帯業務」という。）を実施した場合にあっ
ては、附帯業務の開始及び終了の日時
　　　　　　ⅵ　集貨地点等から出発した日時
　　　　　　注：集貨地点等における到着日時から出発日時までの時間のうち、業務（荷積み、荷卸し、
附帯業務等）及び休憩に係る時間を控除した時間(以下「待機時間」という。）が３０分
未満の場合は、記録を省略して差しつかえない。なお荷主の都合とは、事業者としての
運行計画又は運行指示によらない荷主の指示等によるものをいい、事業者の都合により
生じた待機時間は、これに含まない。
　　　　　③　集貨地点等で、当該一般貨物自動車運送事業者等が、荷役作業又は附帯業務（以下「荷役作業等」という。）を実施した場合（荷主との契約書に実施した荷役作業等の全てが明　　　記されている場合にあっては、当該荷役作業等に要した時間が１時間以上である場合に限る。）にあっては、次に掲げる事項（②に該当する場合にあっては、ⅰ及びⅱに掲げる事項を除く。）

ⅰ　集貨地点等

　　　　　　ⅱ　荷役作業等の開始及び終了の日時

ⅲ　荷役作業等の内容

ⅳ　ⅰからⅲまでに掲げる事項について荷主の確認が得られた場合にあっては、荷主が確
認したことを示す事項、当該確認が得られなかった場合にあっては、その旨
　　　 (7)　道路交通法第７２条第１項に規定する交通事故及び自動車事故報告規則第２条に規定す
る事故又は著しい運行の遅延その他異常が発生した場合には、その概要及び原因

(8)　その他記録するよう指示した事項


　　（運行指示書）
第１２条　管理者は、乗務前及び乗務後に行う点呼において、いずれも対面で行うことが出来ない乗務
の運行ごとに、次の各号に掲げる事項を記載した運行指示書を作成して営業所に備え置くとともに、運転者に対し適切な指示を行い、これを携行させるものとする。

　 (1)　乗務員の氏名

　 (2)　乗務の開始、終了の地点と日時

　 (3)　経　路

　 (4)　主な経過地点の発車と到着の時間

　 (5)　要注意個所の位置

　 (6)　休憩地点と時間

　 (7)　運転交替の地点

　　 　(8)　その他必要な事項
　　　２　管理者は、運行の途中で運行指示書の記載事項に変更が生じた場合は、営業所に備えてある運行指示書を訂正するとともに、運転者に対して、携行している運行指示書に指示事項、指示を受けた日時及び管理者名を記録させるものとする。
３　管理者は、運行の途中で運行指示書の必要な運行になった場合は、運行指示書を作成すると
ともに、運転者に対して乗務記録等に指示事項、指示を受けた日時及び管理者名を記録させる

ものとする。

４　管理者は、運行終了後、運転者に携行させた運行指示書を回収し、営業所の控えとともに１
　　　　年間整理保存しておくものとする。

　　（運行記録計の管理、記録保存）

第１３条　管理者は、運転者が乗務した場合（運行車及び車両総重量が７トン以上又は最大積載量が４トン以上のもの）は、その自動車の瞬間速度、運行距離及び運行時間を運行記録計により記録させ、乗務終了後その記録を提出させるものとする。
２　管理者は、記録内容を検討し、運行状況を把握するとともに、異常が認められる記録については、当該運転者に対して事情を聴取し注意を与える等、指導監督を行うものとする。  

３　管理者は、法令により運行記録計による記録が義務付けられている車両であって、記録計の故障により記録することのできない車両を運行させてはならない。

４　管理者は、運行記録計による記録を記録した日から１年間保存しておくものとする。
    （選任運転者以外の者の運転禁止）
第１４条　管理者は、運転者として選任されていない者及び無資格者に車両を運転させてはならない。

    （運転者台帳）
第１５条　管理者は、営業所に所属する運転者の台帳を備え付け、処理基準に従い必要事項等を記入の
上、運転者の実態の把握に活用するものとする。

２　運転者が転任、退職、その他の理由により運転者でなくなった場合は、運転者でなくなった
年月日及び理由を記載し、これを３年間保存する。

    （乗務員の指導監督）
第１６条  管理者は、乗務員に対し輸送の安全と荷主の利便確保のため誠実にその職務を遂行し、次の
各号により指導監督するものとする。指導する場合は、国土交通大臣告示で定めるところによ
り実施するものとする。

　　 (1)　国土交通大臣告示に基づき計画をたて、それに従い行うこと。

(2)　計画に基づき指導を行った場合は、その内容及び被教育者等について記録をし、その記録
を３年間保存する。

(3)　必要と認められる場合には、個別指導を行い、その内容及び被教育者等について記録し、
その記録を３年間保存する。
    （特定の運転者に対する特別な指導及び適性診断）
第１７条　事故惹起運転者及び初任運転者並びに高齢運転者に、運行の安全を確保するために遵守すべ
き事項について国土交通大臣が告示で定める指針に基づき特別な指導を行い、かつ国土交通大
臣が認定した適性診断を受診させなければならない。

  （非常信号用具等の備付けの確認）
第１８条　管理者は、車両に備えられた非常信号用具及び消火器について適切な時期にこれを確認し、
常にその機能の保持に努めなければならない。

　　　２　管理者は、乗務員に対し、前項の器具の適切な使用、取扱いについて、十分に指導しなけれ

ばならない。

（事故発生時の処置）

第１９条  管理者は、運転者又はその他の者から事故発生した旨の連絡を受けたときは、処理規準に基
づき処置するものとする。
　　（事故の記録及び事故防止対策）

第２０条  管理者は、事故防止対策を講じる為に、次の各号に掲げる事項を処理するものとする。

　　 (1)　事故（軽微な事故も含む。）について、その内容について記録し分析すること。

　　 (2)　道路、交通、事故等に関する情報（ラジオ、テレビによる情報、事故統計、事故警報その

他）を整理し、速やかに事故防止対策を樹立するものとする。

　　 (3)　管理者は、事故が発生した場合にその事故記録を、運行を管理する営業所において３年間
保存しなければならない。

　　 (4)　事故報告規則第５条の規定により定められた事故防止対策に基づき、運行の安全確保につ

いて、乗務員に指導・監督を行うこと。
（異常気象時における措置）

第２１条　管理者は、天災その他の事由により、輸送の安全の確保に支障を生ずるおそれが発生した場
合は、処理基準に基づき適切な指示をしなければならない。

　　　　　なお、処理基準の内容について、乗務員に対し予め周知し指導を行うこと。

（危険物輸送上の措置）
第２２条　管理者は、輸送貨物が危険・有害物、放射性物質等である場合には、関係法令等によるほか、
次の各号により事故防止の措置を講じるものとする。
　　　 (1)　乗務員の割当は危険物取扱者の有資格者とし、出発前に経路、積載量、積載方法及び運行
　　　　　速度等、安全運行を考慮の上、指示を与えること。
　　　 (2)　配車に当たっては整備管理者と連絡をとり、車両構造が道路運送車両の保安基準等の規定

に適合しているか否か確認するほか、輸送上の危険防止の措置を講じること。

(3)　乗務前点呼時には、関係省庁の指導の下に発行している日本化学工業会会員会社の製造す
る化学製品についての緊急連絡カード（イエローカード）を携行させるとともに、緊急時に
おいて、これを活用できるよう日常の教育訓練を徹底する。

    （保安基準緩和車両の運行上の措置）
第２３条　管理者は、保安基準緩和認定車両及び制限外積載認可車両の運行については、次の各号に掲

げる事項について措置を行うものとする。

　　 (1)　運行に際しては、必要に応じて関係官公庁の許可を受けるとともに、運行に際して条件が

付されている場合は、これを遵守するよう指示すること。

　　 (2)　前号の許可を受けた運行経路、運行時間、速度制限等を指示すること。

(3)　運行経路にあるトンネル、橋、ガード等の構造及び重量、高さの制限等を事前に調査し、
　　　　　安全運行に関する措置を講じるとともにこれを指示すること。
　　  附　　　則　
     （実施の期日）

  　　　　 １　本規程は、令和    年    月    日から実施する。
別　表 　運行管理者の選任者数  （第２条関係）

	事業用自動車の車両数（被けん引車を除く）
	運行管理者数

	２９両まで
	１人以上

	３０両 ～　 ５９両
	２人以上

	６０両 ～　 ８９両
	３人以上

	９０両 ～ １１９両
	４人以上

	１２０両 ～ １４９両
	５人以上

	１５０両 ～ １７９両
	６人以上

	１８０両 ～ ２０９両
	７人以上


  　　　 　以下車両数が３０両増すごとに運行管理者１名を加算する。

運行管理規程の処理基準
１　運行管理規程第１条関係

　　（目    的）

　　　運行管理規程は、自動車の運行上の安全を確保するために定めたものであり、この処理基準は、
運行管理規程の具体的な運行管理の日常業務処理要領を示したものである。よってこれに基づき、
厳正かつ、確実に運行管理業務を実施しなければならない。

２　運行管理規程第２条関係

（管理者、補助者の選任）

(1)　安全規則第１８条により自動車配置営業所には、管理者を置かなければならない。なお、必要
に応じ補助者を置くことができる。
(2)　補助者を定める場合においては、特に次の点を充分考慮し選任すること。
①　社内地位　～　従業員に対する指導監督の出来る知識能力のある者

　②　人    格　～　社内において信望の厚い者

(3)　管理者の社内身分

原則として役付者とする。

(4)　管理者の選任及び解任は、社長が辞令を用いて行う。

(5)　補助者の選任及び解任は、社長又は担当役員が任命するものとする。
３　運行管理規程第３条関係

（運行管理の組織）

(1)　管理者は統括する運行管理業務について、適正な指示を与えその遂行状態を確認する。

(2)　管理者は重要事項（重大交通事故を含む。）及びその他特異な事例が発生した場合には、組織図
に基づき適切に報告する。

(3)　管理者は統括管理者又は統括者の指示に基づき、運行管理規程及びこの処理基準に従って適切
な運行管理業務を行うものとする。
　 (4)　乗務員は法令、社内規則並びに管理者及び補助者の指示指導を遵守し、安全運行に徹する義務
　　　を有する。
　 (5)　管理者を複数選任する営業所において選任された統括管理者は、運行管理業務全般を統括し、
管理者に対して適切な指示を与えるものとする。
４　運行管理規程第４条関係

（権限と責務）

    管理者は安全規則第２０条に定められた事項及び、当社運行管理規程に定められた職務を遂行す
るため、次の権限と責務を有する。

(1)　管理者に附与すべき権限

①　乗務員の健康状況による運行の可否決定

②　乗務員に対し点呼を行い、運行の安全確保に必要な事項の指示及び報告を求めること。
③　異常気象、遅延、事故及び輸送状況等の変化に対する応急的運行措置の決定及びこれに伴う
乗務員への運行指令

④　運行計画の作成及び決定
⑤　乗務員の配置（交替運転者の配置を含む。）の決定
⑥　車両の配置
⑦　事故死傷者の救助のための応急処置の決定
⑧　乗務員の監督及び服務状況査察
⑨　運行の拒絶、危険物品輸送制限の具体的要領の決定
⑩　非常信号用具の種類及び取扱要領の決定

⑪　乗務基準の策定及び乗務記録簿の作成

⑫　乗務員教育計画の作成

⑬　勤務割の作成

⑭　運行記録計の管理

⑮　道路（路線）状況調査の権限

⑯　その他、貨物自動車運送事業法及び同安全規則に基づく権限

(2)　管理者の責務

①　選任運転者の乗務
②　睡眠又は仮眠に必要な施設の管理
③　過労防止等
④　健康状態の把握
⑤　交替運転者の配置
⑥　過積載防止の指導及び監督
⑦　積載方法の指導及び監督
⑧　点呼の実施、記録、保存
⑨　乗務等の記録を乗務員に記入させ、その確認、保存
⑩　運行記録計の管理、保存
⑪　運行記録計により記録することのできない自動車の運行禁止
⑫　事故の記録、保存
⑬　運行指示書の作成及び変更記載、運転手への指示、携行及び変更記載、指示書及び写しの保存
⑭　運転者台帳作成、保存
⑮　乗務員に対する指導、監督及び特別な指導、適性診断の受診等の確認、保存
⑯　異常気象時等における措置
⑰　補助者に対する指導及び監督
⑱　事故防止対策に基づく指導及び監督
(3)　職務分担

　　　①　管理者は、運行管理全般に関する業務を行うものとする。

　　　②　管理者が複数いる場合は、職務分担を明確にし、統括運行管理者の指示に従うものとする。

５　運行管理規程第５条関係

（勤　　務）

(1)　管理者又は補助者は、所属している車両の運行時間内は、必ず営業所内で管理に当たるものと
　　　する。

(2)　勤務の具体的時間帯は、各事業所（支店、営業所等）で基準を作成する。
	 運行管理者・補助者勤務割

	勤務時間帯及び時間
	勤務時間帯及び時間

	（A）管理者  　　時～　時
	（A）補助者  　  時～   時

	（B）  〃      　時～  時
	（B）  〃    　  時～   時


尚、早朝及び深夜に出庫又は帰庫の場合、車両運行の実態に基づき、管理者又は補助者が、
　　　早出・残業してこれに当たる。

  ６　運行管理規程第６条関係

（補助者の職務等）
　 (1)　補助者の職務

①　補助者の職務代行の執行方法については、管理者が当日の特別の注意及びその他指示事項を
文書で具体的に示す。

②　補助者は、管理者不在中に執行した事項については、管理者の出社時に運行管理者引継簿に
より報告する。
　 (2)　職務分担

　　　①　補助者は、管理者の指示により運行管理業務を補佐するものとする。

　　　　　ただし、管理者が不在のときは、その業務を代行するものとする。

②　補助者が行う代行業務において、以下に該当するおそれがあることが確認された場合、直ち
　に運行管理者に報告を行い、運行の可否の決定等について指示を仰ぎ、各運転者に対し指示を
するものとする。

ⅰ　運転者が酒気を帯びている。

ⅱ　疾病、疲労、睡眠不足、その他の理由により安全な運転をすることができない。

ⅲ　無免許運転、大型自動車等無資格運転

ⅳ　過積載運行

ⅴ　最高速度違反行為

７　運行管理規程第７条関係

（過労の防止等）

(1)　乗務員の勤務割当は、予め１ヵ月分の公休割当を定め交番表等で周知する。

(2)　業務の都合により、連続して休日なしで勤務しても、その最高限度は１３日以内とする。
(3)　公休等は、別に定める乗務割に基づき適正に附与し、過労防止に努める。
(4)　やむを得ず、定められた日に休みが取れない場合は、後日振替休日を取らせる。
(5)　同一人が、片寄った乗務をして過労に陥ることを防止するため、平均化した乗務を行わせ
　　　るよう調整する。

(6)　乗務員が、充分に休養が取れる措置を講ずる。

(7)　乗務中において、連続運転４時間を超えないよう、途中３０分以上の休憩等を取らせること。
(8)　休憩施設は、清潔整頓を常に心がけ、また保守管理に充分努める。
(9)　交替要員は、次に定める基準により配置する。交替の場所及び時間については、乗務基準によ
ることとし、そのほかは管理者の具体的指示による。

1 　原則として１運行の実乗務時間が９時間を超えるとき。

　　　　　但し乗務時間の間に１回あたり運転時間が４時間を超えないよう、途中３０分以上の休憩等
　　　　を与えるものとする。４時間未満の場合は、運行の実態に合わせて適時与えるものとする。

②　前日の終業後の休息期間が８時間以下のとき（但し休息８時間以上の場合は、２運行とす
る。）。

③　連続勤務日数が、１４日以上になるとき。

④　駐車禁止等の場所で、貨物積卸又は長大貨物等で運行の安全確保の必要を認めるとき。

⑤　その他、管理者が必要と認めるとき。

８　運行管理規程第８条関係

（過積載の防止）

管理者は、過積載となる運送の引受け、運送の計画、運送の指示等は、絶対行わないこと。

また、従業員に如何なる事情があっても、過積載となる車両の運転を禁止するよう、教育を実施
する。
９　運行管理規程第９条関係

（乗務の禁止）
　 (1)　管理者は、無資格者又は無免許者を乗務させ、運転業務に就かせてはならない。

(2)　技量未熟、経験の浅い者には、単独運転をさせない。

(3)　乗務員が、常に節制を守り、心身共に健全で勤務出来るように指導する。このため、乗務員の
健康状態を常に把握するように努め、状況により医学的知見に基づく処置（医師による指導等）

を講ずる。
１０　運行管理規程第１０条関係

（点 呼 等）

　　　点呼の執行要領は次の通りとし、管理者又は補助者が厳正に執行する。

(1)　乗務前点呼（特に指示する場合を除いて、運行開始５～１０分前に行う。）

①　酒気を帯びた状態にある乗務員を乗務させてはならない。なお、酒気帯びの有無は、目視等
で確認するほか、営業所に備えられたアルコール検知器を用いて行うものとする。

②　乗務員の服装、心身の健康状態、睡眠の状況及び麻薬、覚醒剤使用等の有無を確認し、安全
　運転が出来ないと認められる者は乗務させない。

      ③　日常点検結果に基づき、整備管理者が運行の可否決定を行った事を確認する。

      ④　職務上に関する各種の一般事項を伝達し周知させる。

      ⑤　車両の装備又は携行用品その他必要事項について確認又は伝達し、万全を期する。

⑥　道路状況と沿線における行事等、運行上特に注意を要する事項を伝達し、臨機の処置方法を
併せて指示する。

　　　⑦　天気予報又は現状に対応する諸注意等、有効な措置方法を指示し万全を期させる。

⑧　運行上必要な注意事項及び貨物の積卸作業の安全、或いは荷主、着地点に対する連絡等、必
要な注意を指示する。

(2)　乗務後点呼（帰着後直ちに行う。）

①　酒気帯びの有無は目視等で確認するほか、営業所に備えられたアルコール検知器を用いて行
うものとする。

②　運行状況の説明を求め、確認する。

③　道路の異状の有無、異状があった場合に取った措置等について報告を求め、確認する。

④　運転日報及び運行記録計の内容を確認し、重要事項については具体的に報告を求め、確認す
る。

⑤　勤務割表に基づく翌日の勤務指示を行うとともに、公休その他を確認する。

⑥　その他、必要事項の指示及び伝達を行い確認する。

⑦　乗務後報告内容のうち車両、運行等に関して、他の運行中及び運行前乗務員にも周知させる
必要がある場合は、対策を確立し、連絡の措置をとり、翌乗務前点呼時において、全員に周知
させるよう徹底する。

⑧　異常があったときは、直ちに上長へ報告し確実に措置する。

(3)　中間点呼(予定される運行時間の中間に行う。)

　①　酒気を帯びた状態にある乗務員は、乗務を中止させる。なお、酒気帯びの有無について電話
等で行う点呼は、運転者の応答の声の調子等を確認のうえ、乗務員に携行させたアルコール検
知器又は自動車に設置されているアルコール検知器を用いて行うものとする。

②　乗務員の心身の健康状態、睡眠の状況及び麻薬、覚醒剤使用等の有無を確認し、安全運転が
　出来ないと認められる者の乗務を中止する。

③　道路状況と沿線における行事等、運行上特に注意を要する事項を伝達し、臨機の処置方法を
併せて指示する。

④　天気予報又は現状に対応する諸注意等、有効な措置方法を指示し、万全を期させる。
⑤　運行上必要な注意事項及び貨物の積卸作業の安全、或いは荷主、着地点に対する連絡等、必
要な注意事項を指示する。

(4)　点呼実施方法

点呼は、個人別を原則とするが、やむを得ない場合は集合点呼とすることが出来る。

ただし、この場合、場内の静粛を徹底して、執行する。

①　予め、当日分の点呼表を準備し、これにより個人別にそれぞれの項目について、点呼及び確
認を行う。

②　執行者は、その執行した事項に対する責任を明らかにするため、所定の欄に署名又は捺印す
る。
③　恒常的点呼項目及び一般的注意事項は、常に詰所及び点呼場に掲示し、視認させることとす
るが、特に重要項目については、口頭及び図示をもって充分に理解させ、或いは復唱させる等
により徹底して確認させる。

④　執行者が交替するときは、引継簿等により前後任者の引継ぎを厳正に行う。

⑤　指示伝達項目は、運行管理者が取りまとめて各執行者に伝達し、同一事業所内の２つ以上の
点呼場で各個に行う点呼でも、その内容は統一されたものとする。

⑥　点呼執行者は、点呼終了後、所定の点呼簿に必要事項をもれなく記載する。

(5)　点呼実施方法の特例（泊り点呼）

出張作業等で遠隔地に宿泊を要する場合等、営業所で行えない場合の点呼は、次により執行す
る。

到着地で終業及び始業の際には、電話等をもって主要事項を報告させ、それぞれに基づく指示
を行い、その内容を点呼簿に記録する。なお、酒気帯びの有無は、運転者の応答時の声の調子等
を確認するとともに、乗務員に携行させたアルコール検知器又は自動車に設置されているアルコ
ール検知器を用いて行うものとする。

(6)　点呼簿の保存

①　各執行者は、日々の最終点呼が終了した場合は、必要事項の記載及び内容を確認し捺印して、
上長に回付する。

②　上長の処理を終了した点呼簿は、日付順に編綴し、管理者の責任において１年間保存する。
(7)　アルコール検知器の保持

　　　①　毎日確認すべき事項

　　　　　アルコール検知器の損傷の有無及び電源が確実に入ること。

　　　②　毎日確認することが望ましく、少なくとも１週間に１回以上確認すべき事項

　　　　ⅰ　確実に酒気を帯びていない者が、当該アルコール検知器を使用した場合に、アルコールを
　　　　　検知しないこと。

　　　　ⅱ　洗口液、液体歯磨き等、アルコールを含有する液体、又はこれを希釈したものを、スプレ
ー等により口内に噴射した上で、当該アルコール検知器を使用した場合に、アルコールを検
知すること。
１１　運行管理規程第１１条関係

（乗務記録）

(1)　乗務記録（運転日報）の記録は、安全規則第８条に示された事項をもれなく記録させる。

 (2)　乗務記録の活用
      ①　勤務と照合して実績を確認する。

      ②　自動車の運行遅延時間から、乗務員別に勤務時間を記録し累計して、休日の付与等、過労防
止の基礎とする。

      ③　乗務別、個人別等、必要に応じて燃料、潤滑油の消費成績を記録し、運転技術指導の参考に
する。

      ④　車両別に必要に応じて、燃料、潤滑油の消費成績を記録して、車両、特に駆動及び伝達機関
等の損耗状態の判定資料にする。

      ⑤　車両別に走行距離を記録し、累計走行距離を出して、車両の整備の基本資料とする。

      ⑥　道路の障害個所、その他路面の良否等、今後の運行上に参考となる事項を記録し、指導上の
資料とする。

      ⑦　集貨地点等で待機した場合に、集貨地点等、集貨地点等に到着した日時、集貨地点等におけ
る荷積み又は荷卸しの開始及び終了の日時、附帯業務を実施した場合にあっては、附帯業務の
開始及び終了の日時、集貨地点等から出発した日時を記録して、荷役作業における荷待ち時間
の実態を把握し、過労防止及び乗務員の労働環境の改善に向けた資料とする。
　　　⑧　長時間の荷待ち時間の発生のほかに、荷主との契約に定めがない荷役作業等の発生により当初の運行計画が崩れることが、ドライバーの拘束時間に関する基準の超過を招き、コンプライアンスを確保した運行を妨げる一因となっている。こうした状況を踏まえ、拘束時間に関する基準の遵守など安全面、労務面でのコンプライアンスの確保や、取引環境の適正化に資するよう、荷役作業等に関する実態を把握し、過労運転の防止につなげる資料とする。
⑨　車両の状態を確認し、整備管理者に連絡する資料とする。

　　　⑩　道路交通法第７２条第１項に規定する、交通事故若しくは自動車事故報告規則第２条に規定
する事故又は著しい運行の遅延、その他の異常な状態が発生した場合にあっては、その概要及
び原因を記録させ、指導上の資料とする。

１２　運行管理規程第１２条関係

（運行指示書)

(1)　運行指示書には、安全規則第９条の３に示された事項をもれなく記載すること。
(2)　運行指示書は、安全規則第７条第３項の規定による乗務を含む運行ごとに作成すること。

(3)　運行指示書は２部作成し、１部は営業所に備え置き、１部は運転者に渡して、運行中は必ず携
行させること。

(4)　運行指示書の記載事項に変更が生じた場合は、営業所に備えてある運行指示書を訂正し、訂正
内容について運転者に対し電話等で確実に指示をするとともに、運転者が携行している運行指示
書にその内容、日時、指示した管理者名を記載させること。

(5)　運行指示書の必要のない運行の途中において、運行計画が変更になり、運行指示書が必要な運
行になった場合は、その時点で運行指示書を１部作成して、営業所に備え置くとともに、運転者
に対し電話等で確実に指示をするとともに、乗務記録等にその内容、日時、指示をした管理者名
を記載させること。

(6)　管理者は、運転者が運行指示書と異なる運行を行う場合には、必ず報告させ、営業所に備えて
ある運行指示書に変更内容を記載するとともに、運転者に対し携行している運行指示書に変更内
容、日時、管理者名を記載させること。

(7)　運行指示書及び運行指示を記載した乗務記録等は、当該運行が終了した時に回収し、営業所に
備えてある運行指示書と一緒に１年間保管しておくこと。
１３　運行管理規程第１３条関係

（運行記録計の管理、記録保存）

(1)　記録の目的

　　　　自動車の運行速度、距離及び時間等の状態を正確に記録し、これに基づいて自動車の安全運転
並びに適正な運行管理を図り、事故の防止を期する。

(2)　記録の義務

　　　　安全規則第９条による。
　 (3)　効果的な運用

　①　事故の原因となるような走行の有無及び状態の判定

  　　②　運行計画の適否及び運転指導等の可否

      ③　乗務員の安全作業改善の可否

(4)　運行記録計及びチャート紙等の管理

    ①　管理は、管理者が行う。

      ②　使用保管（計器の保守整備を含む。）は、当該車両の担当運転者が行う。

  　　③　乗務開始前に乗務員は、管理者からチャート紙又は記録媒体を受領し、運行記録計に取り付
ける。  

　　　　（注意）チャート紙を取付ける際は、必ずチャート紙に車号、氏名、月日を記載させること。

④　乗務を終了した時は、チャート紙又は記録媒体を取外し、乗務記録（運転日報）に添付し運
行管理者に提出する。
　 (5)　運行記録計取扱要領

　　　①　運行途中において乗務員が交替した時は、チャート紙の余白に交替場所、交替者名を追記す
る。

②　チャート紙又は記録媒体の整理保管は次による。

　　　　ⅰ　整理保管責任者は、運行管理者とする。

　　　　ⅱ　保管は、日付順及び乗務員別又は車両別に整理・編綴し１年間保存する。

2 　要注意者のチャート紙等の取扱い

　　　　ⅰ　速度超過、波状運行等、正常に運行しない乗務員に対しては、実態を報告させ対策及
び処置を講ずる。

　　　　ⅱ　再三、無謀と思われる運転をする乗務員に対しては、当該運行記録計を証拠として乗務停
止を命令し、特に悪質な者は処分を上長に申し出る。

　　　④　計器の点検は、各種点検に併せて常時行う（時計の修正時）。

　　　⑤　故意に計器を破損、又は機能を阻害するような行為を行い、虚偽の記録をし、又は記録を怠
る場合は、厳重に処分する。

　　　⑥　機能不良のときは、整備管理者に報告し整備を求める。

１４　運行管理規程第１４条関係

（選任運転者以外の者の運転禁止）

(1)　車両の運転業務については、次の者を除くものとする。

　　　①　日々雇い入れた運転者

　　　②　２ヵ月以内の契約で雇用された運転者

　　　③　試みとして雇用された運転者で１４日未満の者

　 (2)　事業計画を充分に遂行できる数の運転者を、常時確保することに努める。

１５　運行管理規程第１５条関係

（運転者台帳）

(1)　運転者台帳の作成にあたっては、常時選任された運転者とそれ以外の運転者に区別を明確にし
ておく。

(2)　記載事項

①　作成番号及び作成年月日

②　事業者の氏名又は名称

③　運転者の氏名、生年月日及び住所

④　雇入れの年月日及び運転者に選任された年月日

⑤　運転免許証の番号及び有効期限、年月日及び種類、条件が付されている場合は当該条件

⑥　事故を引き起こした場合又は道路交通法第１０８条の３４の規定による通知を受けた場合
は、その概要

⑦　運転者の健康状態

⑧　安全規則の規定に基づく指導の実施及び適性診断の受診状況

⑨　運転者台帳の作成前６ヵ月以内に撮影した写真

⑩　その他必要事項
１６　運行管理規程第１６条関係

（乗務員の指導監督）

(1)　教育訓練
　 ①　新規採用乗務員については次により行う

　　　　ⅰ　期　　間　　　一定期間

　　　　ⅱ　方　　法　　　単独又は集合教育

　　　　ⅲ　課　　目　　　就業規則、諸法令

交通事故の事例に基づく防止対策実務

整備管理者が行う→ 非常信号用具、消火器の取扱
②　再教育

ⅰ　計画・記録　　事前に計画を立て実施後は確実に記録する。

　　　　ⅱ　時      期　　計画表を別途作成する。

　　　　ⅲ　方      法　　単独又は集合教育

　　　　ⅳ　課      目　　事故防止に関すること。法令、諸通達及び業務上必要なこと。

(2)　指    導

　　　①　管理者は、乗務指示を行う場合は、異常事態が発生しても適切な処理が行えることを念頭に
置き、健康状態、路線の熟知、運転技量、使用車両等を考慮して適正配置を行い指導する。

    　②　乗務員の安全運行を確認するために添乗、パトロール、アンケート、考査等、容易に実施出
来る方法で指導監督する。

      ③　乗務員が適正に乗務に服しているかどうかを、荷主等にアンケートを求め指導監督の参考に
する。
１７　運行管理規程第１７条関係

（特定の運転者に対する特別な指導及び適性診断）

(1)　死者又は負傷者が生じた事故を引き起こした者

　　　①　時　間　　６時間以上

　　　②　方　法　　単独教育

　　　③　科　目　　トラックの運行の安全の確保に関する法令等、交通事故の実例の分析に基づく再
発防止対策、交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因及びこれらへの対処
方法、交通事故を防止するために留意すべき事項、危険の予測及び回避、安全運転
の実技

(2)　運転者として新たに雇い入れた者（初めてトラックに乗務する前３年間に他の一般貨物自動車
運送事業等の運転者として常時選任されたことがある者を除く。）

　　　①　時　間　　３５時間以上（講義等１５時間以上及び安全運転の実技２０時間以上）

　　　②　方　法　　単独教育
　　　③　科　目　　一般的な指導及び監督の指針（全１２項目）に掲げる内容について指導する。こ
の場合において、その指導及び監督の指針のうち日常点検に関する事項、事業用自
動車の車高、視野、死角、内輪差及び制動距離等に関する事項並びに、貨物の積載
方法及び固縛方法に関する事項については、実際に車両を用いて指導する。

(3)　高齢者（６５歳以上の者）

　　　①　時　間　　適性診断の結果等を踏まえ、適切に行なう。

　　　②　方　法　　単独教育

　　　③　科　目　　適性診断の結果を踏まえ、トラックの安全な運転方法等について指導する。
(4)　事故惹起運転者には、交通事故を引き起こした後、再度トラックに乗務する前に、次に掲げる
　　　事故惹起運転者の区分ごとに、それぞれの区分に応じて特定診断を受けさせなければならない。

　　　①　死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ当該事故前の１年間に交通事故を引き
起こした者
　　　②　死者又は重傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ当該事故前の１年間に交通事故を引き
起こしたことがない者及び軽傷者を生じた交通事故を引き起こし、かつ当該事故前の３年間に
交通事故を引き起こしたことがある者

(5)　初任運転者及び運転者として雇い入れた者には、乗務する前に初任診断を受診させなければな
らない。ただし、やむを得ない事情がある場合には、乗務を開始した後１ヵ月以内に受診させな
ければならない。
　 (6)　高齢運転者には、６５歳に達した日以後１年以内に適齢診断を受診させなければならない。
また、その後３年以内ごとに１回受診させなければならない。
適齢診断の結果が判明した後は、１ヵ月以内に適齢診断の結果を踏まえ、個々の運転者の加齢
に伴う身体機能の変化の程度に応じた事業用自動車の安全な運転方法等について運転者が自ら
考えるよう指導を行い、実施日、実施内容、指導者等を記録する。

(7)　運転者として新たに雇い入れた者に対し、運転記録証明書等により、少なくとも過去３年間の
事故歴を把握し、事故惹起運転者に該当するか否かを確認しなければならない。なお、確認の結
果、当該運転者が事故惹起運転者に該当し、特別な指導及び適性診断を受けていない場合、特別
な指導の実施と適性診断を受診させなければならない。

１８　運行管理規程第１８条関係

（非常信号用具等の備付けの確認）

(1)　信号用具及び応急修理用具は、全車両に備付ける。

　 (2)　備付けの確認は、点呼時に行う。

　 (3)　使用方法は、車両の出発前に熟知させる。

　 (4)　機能不全なものは、報告に基づき直ちに修理又は交換する。

　 (5)　非常信号用具備付台帳を定め、現品の状況及び点検状況を明示する。
１９　運行管理規程第１９条関係

      （事故発生時の処置）

(1)　事故発生時の処置

　　　①　直ちに負傷者の救護等、必要な処置、事故続発の防止、警察への報告をするように指示する。

　　　②　軽微な事故を除き、現場に急行するなどして発生状況及び原因等を調査し、必要により写真
を撮影、或いは現場見取り図等を作成し保存する。

　　　③　出来る限り目撃者、相手方の意見を聴取する。

　　　④　現場において、貨物の運送の継続又は返送の措置を行うとともに、代替輸送が必要なときは、
必要な措置を講じる。

　　　⑤　貨物の保全に万全を期する。

　　　⑥　重大な事故のときは、上長に直ちに報告し、その処置について指示を受ける。

   (2)　事故の報告

　　　　下記による事故が発生した場合、即刻、事故対応の担当者等へ報告するとともに、３０日以内
　　　に管轄運輸支局長を経由して国土交通大臣あてに報告書を提出する。

　　　①　自動車が転覆、転落、火災を起し、又は踏切事故を起した場合

　　　②　１０台以上の自動車の衝突又は接触を生じた場合
③　死者又は重傷者を生じた場合
④　１０人以上の負傷者を生じた場合

　　　⑤　自動車に積載された次に掲げるものの全部若しくは一部が飛散し、又は漏えいした場合

　　　　ⅰ　消防法第２条第７項に規定する危険物

　　　　ⅱ　火薬類取締法第２条第１項に規定する火薬類

　　　　ⅲ　高圧ガス保安法第２条に規定する高圧ガス

　　　　ⅳ　原子力基本法第３条第２号に規定する核燃料物質及びそれに汚染された場合

　　　　ⅴ　放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律第２条第２項に規定する放射性
同位元素及びそれに汚染された場合

　　　　ⅵ　シアン化ナトリウム又は毒物及び劇物取締法施行令別表第２に掲げる毒物又は劇物

ⅶ　道路運送車両の保安基準第４７条第１項第３号に規定する可燃物
⑥　自動車に積載されたコンテナが落下した場合
　　　⑦　酒気帯び運転、無免許運転、大型自動車等無資格運転又は麻薬等運転を伴う場合
⑧　運転者の疾病により自動車の運転を継続することが出来なくなった場合

　　　⑨　救護義務違反があった場合
⑩　自動車の装置（道路運送車両法第４１条各号に掲げる装置）の故障により、自動車の運行が
出来なくなった場合

⑪　車輪の脱落、被けん引自動車の分離を生じた場合（故障によるものに限る。）

⑫　橋脚、架線、その他の鉄道施設を損傷し、３時間以上本線において鉄道車両の運転を休止さ
せた場合
⑬　高速自動車国道又は自動車専用道路において、３時間以上自動車の通行を禁止させた場合
⑭　自動車事故の発生の防止を図るために国土交通大臣が、特に必要と報告を指示した場合

(3)　下記の事項が発生した場合、管轄の運輸支局に２４時間以内においてできる限り速やかに速報
する。

　　　①　上記③に該当する事故であって次に掲げる場合
ⅰ　２人以上の死者を生じた場合
ⅱ　５人以上の重傷者を生じた場合
②　上記④に該当する事故

③　上記⑤に該当する事故（自動車が転覆し、転落し、火災を起こし、又は鉄道車両、自動車、
その他の物件と衝突し、若しくは接触したことにより生じたものに限る。）

④　上記⑦に該当する事故（酒気帯び運転があったものに限る。）

２０　運行管理規程第２０条関係

（事故の記録及び事故防止対策）

(1)　事故の内容を詳細に分析して、次に掲げる事項について事故記録簿に記録・保存し、指導資　　　
料とする。

　　　①　乗務員の氏名

②　乗務した車両の登録番号又は識別できる記号

③　事故の発生日時

④　事故の発生場所

⑤　事故の当事者（乗務員を除く。）

⑥　事故の概要（損害の程度を含む。）

⑦　事故の原因

⑧　再発防止対策

(2)　事故防止対策

　　　①　交通事故を防止するため、毎日の点呼時に重点的に注意を与えるほか、毎月１回以上、事故
防止委員会等を開催して協議し、必要な事柄は現場の末端まで徹底させる。

　　　②　班長会議、職場研究会等の組織を利用して系統的に安全教育を実施する。

　　　③　事故防止日、事故防止週間、事故防止月間等を設定し、乗務員を指導する。

　　　④　運転者個人別の事故を分類し、個人指導を行う。
　 (3)　事故内容を乗務員に周知し、事故防止に資する。
　 (4)　安全運行を確保するため、乗務員を指導訓練する。

２１　運行管理規程第２１条関係

（異常気象時における措置）

(1)　指示又は処置

　　　①　乗務員に対する指示は、乗務前点呼の際に指示するほか、事業所の事務所及び運転者詰所に
掲示して通知する。

　　　②　退避方法或いは運行中の指示については、異常気象等処置要領に定めることを原則とし、細
部は所属運行管理者の指示を受ける。

　　　　　但し状況により緊急を要する時や連絡がとれない場合、下記(2)項に定める基準により、乗
務員の適正な判断により安全を確保する。

③　運行車両の緊急連絡体制及び気象台、警察署、消防署等、関係機関との連絡体制を確立して
おくこと。
④　異常気象時における処置の目安
　　　　　別表のとおり。
なお輸送の可否の判断を行うに当たっては、出発地や集貨先、配送先及び輸送経路上の気象情報から判断すること。
⑤　輸送を中止した場合の対応
　　　　　運送事業者又は運行管理者は、気象情報等から輸送の可否を判断し輸送を中止することとした場合には、その判断に至った理由等を直ちに荷主（真荷主のほか元請事業者を含む。以下同じ。）や運送事業者へ報告し、当該輸送の取扱いについて相談すること。
⑥　不適切な輸送を荷主に強要された場合の対応
　　　　　別表に従い、輸送の安全を確保するために必要な措置を講じた場合であっても、安全な輸送を行うことができない状況にあるにもかかわらず、荷主に輸送を強要された場合には、国土交通省ホームページに設置する「意見募集窓口」、北海道運輸局又は最寄りの運輸支局にその旨を通報すること。

(2)　一般的注意事項（乗務員による運行中の対応の基準）
　　　①　運行途中に風速２０ｍ以上と認められる場合は、車両の防護を図るため、橋梁上、河川付近、
崖下を除き安全と思われる地帯に退避し、風速が静まるのを待つこととする。

　　　②　雨、霧、吹雪のため、視界が１０ｍ以下の時は、運行を一時中止し、道路の左側に車両を寄
せ、ハザードランプ及び灯火装置等を点灯し待機する。

③　視界１０ｍ以上、５０ｍ以下の時は、運転速度を２０ｋｍ／ｈ又はそれ以下の速度に減速し、
徐行運転する。

④　冠水（マフラーの位置以下）の時は、８～１０ｋｍ／ｈ以下の徐行運転とし、ガードレール、
サインボード、道路標識、電柱、路肩等に注意し、道路状況を確認して運行する。マフラーの
位置以上の冠水の場合は、エンジン停止の恐れがあるため、冠水地域への侵入を止めて迂回す
る。

　　　⑤　地盤軟弱、道路崩壊のおそれがある時は、運行を中止し、安全な地点まで引返し、運行管理
者の指示を受ける。

　　　⑥　積雪３０ｃｍ以上の時は、各地にある除雪機関に連絡し、除雪の状況を確認する。
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２２　運行管理規程第２２条関係

（危険物輸送上の措置）

(1)　危険物の輸送に配置する乗務員は、特に安全運転に留意して、熟練者の中から経験を有する優
秀な乗務員を選抜する。

(2)　乗務員に対しては、出発前に経路、積載量、積載方法、運行速度、途中の道路条件等、詳細に
指示伝達する。

(3)　当該車両の乗務前点検は入念に行い、車体及び荷台、或いは電気配線等の被覆を必要とする箇
所は不燃、不引火性物質にて予め被覆する。

また、その他の部分でも、火花を生ずる恐れのある電気装置にも適切に覆いをする。

(4)　運行途中、積荷がズレたり落下しないよう、シート及びロープ等により確実に固縛する。

(5)　火薬類輸送車は eq \o\ac(◯,火)及び危険物輸送車は eq \o\ac(◯,危)の法律で定められた標識を、車両に掲げること。
２３　運行管理規程第２３条関係

（保安基準緩和車両の運行上の措置）

管理者は、関係官庁より許可を受けた証明書の携行及びステッカー等、貼付の確認を行う。
製作年月日　令和２年６月　　　

